
別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
0 3 0 1 0 6 0 1 2 0 0 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) 担当課評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

この事業について、他課との意見調整が必要と考える。

多くに市民に定着しており、廃止した場合に影響は大である。

○

うち委託料

老人福祉センターは福祉会館と同様に指定管理者である社会福祉協議会に委託しており、同管理者が管理して
いる点についていえば連携が既にとれているといえる。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

業務的には削減の余地はあまりない。

老人福祉センターは「高齢者」を対象に特化した事業所であり、「高齢者の自立の支援」施策の各種事業と連携
は必須と考える。また、保健センターとの連携・共同も考えられる。

×
維
持

低
下

実施する一部事業については、福祉会館施設管理事業の指定管理委託
の部分と係るため、一部の費用等については、そちらに計上している。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

全市民を対象としている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？
コストについては、現在も指定管理者には、削減等に努力していただいている。今後可能な範囲で見直しをする。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

指定管理者と協力していく必要がある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

高齢社会の到来とともに、その高齢者に毎日健康で、楽しく過ごせるような生活を保障するのが行政の勤めで
あり、結果的に介護予防につながる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

広くPRし利用者を増やす。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

←実施計画上の重点項
目

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

福祉会館で実施している事業ではあるが、上記のとおり他課との連携が図れるものと考える。

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

0-1,064-1,064-250-250

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!

01,0641,064

✔

250250

（決算）（Ａ）

0

814 814

0

81400

0

0814

60,00059,175 61,805 55,274 54,372

74,265 74,381 74,303 74,546 75,054

高齢者の健康が増進され、市民の教養が向上し、市民へ娯楽が提供される。
市民及び地域社会の福祉増進を図る。

嘱託医・看護師報酬支払い。社会福祉協議会との連絡調整。

住み慣れた地域で高齢者が、生きがいを持って安心して暮らす

00000

高齢者等健康増進事業

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
0250

福祉会館・福祉会館利用者

295 295

250250250
0
0

000

平成27年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
くにたち福祉会館条例・条例施行規則・老人福祉法法令根拠

福祉総務課

山本　俊彰

所属課健康福祉部

地域福祉推進係

295

平成26年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

日

（決算）
平成24年度

（決算）

295 295

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

1人

千円

時間

人

千円

時間

人

0

100%
-250
0

250

0

000

250
0

0

000

0250250250250 250

50時間 50

0
0

0
0
0

1 1 1
50 50 50

0

0

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

平成4年5月より、くにたち福祉会館が開所となり、高齢者や障害者、
児童を始めとする多くの市民にとって、地域に根差した様々な福祉活
動を推進していくための拠点として機能してきた。開所以来、社会福
祉法人国立市社会福祉協議会が委託を受けて管理運営を行ってき
た。なお、地方自治法改正による指定管理者制度の導入から指定管
理者として、同協議会に委託している。直近では平成28年4月、指定
管理者に指定した。

【事業概要】くにたち福祉会館条例に基づく、くにたち福祉会館諸事業一般（福祉会館施設管理事業、老人福祉セン
ター運営事業に関する部分は本事業から除く）。
「国立市社会福祉協議会」に指定管理を委託し、平成28年度からの指定管理も引き続き同協議会に決定した。具体
的には、高齢者健康体操、初心者フラダンス教室、地域活動等への協力、高齢者啓発事業など。その外、嘱託医・看
護師の報酬・報償費支払い。
【業務概要】指定管理の締結。指定管理料（一般会計・福祉会館事業経理区分）の決定及び支払事務。【他の事業と
して記載】報酬・報償費支払い。その外、福祉会館に関する連絡調整。
【予算科目】報酬・報償費

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

0

243

0

-902

0

0

0

くにたち福祉会館開館日数

人口

くにたち福祉会館・会議室等延べ利用者数

住み慣れた地域で生きがいを持って生活していると答えた市民・高齢者の割合

平成27年度 平成28年度 目標年度

0
1

814
0
0
0

0
0
0

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 3 0 1 0 1 0 1 1 7 7 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

収益改善を図るため受注を増やす努力、経費節減の継続が求められている。

シルバー人材センターの人件費のほとんどが補助金で賄われており、金銭的な支援を廃止すると、運営が立ち
行かなくなるのは必然。また、国立市地域福祉計画において、「元気な高齢者の豊富な知識や経験を生かした
働く場、働くことによる社会参加の機会の場をシルバー人材センター等と連携して確保する」と明記している。

○

うち委託料

国立市シルバー人材センターに対し、以下のことを要望していく。
①国や東京都等のあらゆる補助制度等を有効活用し、団塊の世代を含む元気な高齢者の豊富な知識や経験を生
かした働き場、働くことによる社会参加の機会の創出。
②業務の効率化や職員の意識改革等を行い、経費節減に努めるとともに、民間独自の発想やノウハウを十二分に
発揮した経営の遂行。
③来年度には、派遣事業開始を予定しており、会員の働く場所の確保や所得の向上。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

定型的な業務に加え、今後は、シルバー人材センターの財務経営状況把握、経営助言等を行っていく必要が
ある。

シルバー人材センターは「高齢者」を対象に特化した事業所であり、「高齢者の自立の支援」施策の各種事業と
連携は必須と考える。

×
維
持

低
下

受託契約金数や額が増大し、運営が安定するよう事業の充実が求められ
る。来年度は、派遣事業を開始する予定である。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

補助金のほとんどがシルバー人材センターの人件費で歳出されている。会員の就労率、配分金は増加をめざ
している。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

シルバー人材センターは、高齢者の雇用機会の創出、生きがいづくりの場の提供を行い高齢者福祉の向上には欠かせない。市で支援を継続する必要
ががあると考えており、廃止・休止にはそぐわない。

シルバー人材センターを、市で支援することにより高齢者が生きがいをもって働くことができる場の提供ができている。また、来年度には会員に対する新
たな事業の企画提案として派遣事業を予定しており、新規事業に取り組むことで改善を図っている。現在、派遣事業という成果の向上余地が残さた分
野に関して準備中である。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

補助金のほとんどが人件費ではある。市財政の厳しい現状を踏まえ、財政支出団体の予算の徹底的な検証を
行い、引き続き経費削減と適切な歳出を依頼している。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

国･都とともに市が支援する仕組みづくりがなされているため公共性が高い。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

シルバー人材センターは、高齢者の就業ニーズの対応、社会経済等の変化に合わせた事務事業の推進が必
要。国や東京都等のあらゆる補助制度等を有効活用し、団塊の世代を含む元気な高齢者の豊富な知識や経
験を生かした働き場、働くことによる社会参加の機会の創出が期待される。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

高年齢者が働くことを通じて生きがいを得るとともに、地域社会の活性化に貢献する組織であるシルバー人材センターは、継続して取り組んで頂く事業
であるため指標の策定や成果指標など数値化するにはそぐわないと思われる。

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

0-29,605-31,161-30,209-27,209

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

015,25713,85713,85713,857

66% 69% 69% 66% #DIV/0!

3,560 3,560 3,560 3,560

044,86245,018

✔

44,06641,066

人

人

人日

（決算）（Ａ）

0
0

39,95839,00636,006

0

039,802

57972 59017 59017

420

57299 56907

431 409 422 420

546 490 490 488 490

国立市シルバー人材センターが健全な発達をすることにより、社会参加の意欲ある健康な高齢者に対し、地域
社会と連携を保ちながら、その希望、知識及び経験に応じた就業並びに社会奉仕等の活動機会を確保し、生
活感の充実及び福祉の増進を図るとともに、高齢者の能力を生かした活力ある地域社会づくりに寄与されてい
る。

補助金の査定、交付決定手続き及び支払事務。行政財産の使用許可事務。シルバー人材センター作業所用地の賃借契約及びその支払い。東京都への補助金交付申請事務。その他連
絡調整等。

住み慣れた地域で高齢者が、生きがいを持って安心して暮らしています

36,006 39,006 39,958 39,802

03,5603,5603,5603,560

シルバー人材センター運営支援事業

3,560 3,560
人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

3,560 3,560

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
01,500

国立市シルバー人材センター

1 1

1,5001,5001,500
0
0

000

平成28年度は、シルバー派遣事業への参入を決定した。

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
高齢者等の雇用の安定等に関する法律・国立市補助金交付規程法令根拠

昭和59

福祉総務課

山本　俊彰

所属課健康福祉部

地域福祉推進係

1

平成26年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円 10,297 10,297 10,297 11,697

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

回

（決算）
平成24年度

（決算）

1 1

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

2人

千円

時間

人

千円

時間

人

36,707

67%
-27,910
13,857

10,297

3,560

41,767

36,707

3,560

000

3,560
1,500
0

0

000

01,5001,5001,5001,500 1,500

300時間 300

-952
0

0
0

952

2 2 2
300 300 300

0

952

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

昭和５９年シルバー人材センターが設立されて以来、事業が開始され
た。

【事業概要】
社会参加の意欲ある健康な高齢者に対し、地域社会と連携を保ちながら、その希望、知識及び経験に応じた就業並
びに社会奉仕等の活動機会を確保し、生活感の充実及び福祉の増進を図るとともに、高齢者の能力を生かした活力
ある地域社会づくりに寄与することを目的とする「国立市シルバー人材センター」に対し、補助金交付等することによっ
て、シルバー人材センターの運営を支援する。
【業務概要】
補助金の査定、交付決定手続き及び支払事務。行政財産の使用許可事務。シルバー人材センター作業所用地の賃
借契約及びその支払い。東京都への補助金交付申請事務。その他連絡調整等。
【予算科目】賃借料・補助金

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

0

-2

0

-2

1045

0

0

運営費補助金支給回数

登録会員数

就業実人員

就業延人数

高齢者（65歳以上）就労率

高齢者（65歳以上）の社会参加率（％）

平成27年度 平成28年度 目標年度

0
2

0
0

952
0

0
0
0

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 3 0 1 0 6 0 1 2 0 2 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) 担当課評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

この事業について、他課との意見調整が必要と考える。

多くに市民に定着しており、廃止した場合に影響は大である。

○

うち委託料

老人福祉センターは福祉会館と同様に指定管理者である社会福祉協議会に委託しており、同管理者が管理して
いる点についていえば連携が既にとれているといえる。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

業務的には削減の余地はあまりない。

老人福祉センターは「高齢者」を対象に特化した事業所であり、「高齢者の自立の支援」施策の各種事業と連携
は必須と考える。また、保健センターとの連携・共同も考えられる。

×
維
持

低
下

指定管理者である「社会福祉法人国立市社会福祉協議会」と事業及びコ
ストまた今後について、協力していく必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

全市民を対象としている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？
コストについては、現在も指定管理者には、削減等に努力していただいている。今後可能な範囲で見直しをする。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

指定管理者と協力していく必要がある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

高齢社会の到来とともに、その高齢者に毎日健康で、楽しく過ごせるような生活を保障するのが行政の勤めで
あり、結果的に介護予防につながる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

広くPRし利用者を増やす。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

←実施計画上の重点項
目

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

福祉会館で実施している事業ではあるが、上記のとおり他課との連携が図れるものと考える。

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

0-23,630-22,823-21,848-23,070

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!

023,63022,823

✔

21,84823,070

（決算）（Ａ）

0
0

000

990

00

34291 35810 35698

19878 19878 20274 20626 20836

老人福祉センター利用者が安心してくつろぎ、健康で楽しい日々を過ごせるようにす
る。

管理運営にかかる指定管理関係事務、指定管理者との事業に関する連絡調整

住み慣れた地域で高齢者が、生きがいを持って安心して暮らす

023,38022,57321,58322,780

老人福祉センター運営事業

22,573 23,380
22,573 23,380

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

22,780
22,780

21,583
21,583

10

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

150
0250

老人福祉センター利用登録者（６０歳以上の市民）

4673 4673

250265290
-15
-10

000

平成27年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
法令根拠

福祉総務課

山本　俊彰

所属課健康福祉部

地域福祉推進係

4512

平成26年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

（決算）
平成24年度

（決算）

4360

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

1人

千円

時間

人

千円

時間

人

0

100%
-309
0

309

10

19

04040

19
290
0

1

-15

20 20
000

11
0250250250250 250

50時間 50

-975
0

0
0
0

1 1 1
50 50 50

0

975

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

平成4年5月より、くにたち福祉会館が開所となり、高齢者や障害者、
児童を始めとする多くの市民にとって、地域に根差した様々な福祉活
動を推進していくための拠点として機能してきた。開所以来、社会福
祉法人国立市社会福祉協議会が委託を受けて管理運営を行ってき
た。なお、地方自治法改正による指定管理者制度の導入から指定管
理者として、同協議会に委託している。直近では平成28年4月、指定
管理者に指定した。

【事業概要】くにたち福祉会館老人福祉センター事業として、趣味の講座開催・趣味の会活動支援・健康相談開催・
高齢者啓発事業・入浴施設開設等を行う。
【業務概要】指定管理の締結。指定管理料（一般会計・老人福祉センター経理区分）の決定及び支払事務。
【予算科目】委託料

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

161

0

352

0

-112

0

0

0

老人福祉センター登録者数

６０歳以上高齢者人口（4/1付）

老人福祉センター利用者数（延べ人数）

入浴施設利用者数

住み慣れた地域で生きがいを持って生活していると答えた高齢者の割合

高齢者（65歳以上）の社会参加率

平成27年度 平成28年度 目標年度

0
1

0
0
0
0

0
990
990

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

0 3 0 1 0 2 0 1 1 4 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0

0
0
0
0

平成27年度 平成28年度 目標年度

0
0

1

申請受付件数

対象者数

給付者数

住み慣れた地域で生きがいを持って安心して住み続けていると答えた高齢者の割合

在宅で生活している高齢者の割合

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

　国立市議会に陳情が提出され、採択されたことに基づき、平成20年
度より実施。

　在日外国人等高齢者・障害者で公的年金の受給要件を制度上満たすことができない人に対して,在日外国人等高
齢者・障害者福祉給付金を支給する。
＜業務内容＞
　　公的年金の受給要件を制度上満たすことができない人からの申請、決定もしくは却下、決定者に対しては年2回福
祉給付金（月額15,000円）を支給する。決定者からは年1回6月に現況届の提出を受け、現況の確認をする。
＜予算の内訳＞役務費、扶助費

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1 1
2 2 2

0
0

0

0

0
0

1

0
0
0
0

2

010101010 10

000

0
0

0

000

0

0

0

#DIV/0!
0
0

千円

時間

人

千円

時間

人

一般

平成26年度
（決算）（Ａ）

平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成24年度

（決算）

1 1

項目

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

①

②

③

④

手段

対象

意図

結果

高齢者支援課

馬塲　一嘉

所属課健康福祉部

高齢者支援係

1

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市在日外国人等高齢者・障害者福祉給付金支給要綱法令根拠

平成20

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

千円

千円

千円

千円

千円

千円
0
0

000
010

公的年金の受給要件を制度上満たすことができない人。

1 1

101010

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

％

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

1人

時間 2

00

外国人等福祉給付金支給事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000
181 180 180 180

1 1 1 1

福祉の増進を図る

1 1 1 1 1

0
0

180180181

0

0180

（決算）（Ａ）

事業コード

人

人

1

上記のとおり

前年度と同様。

✔

190191 190 0190

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-190-190-190-191

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

物に係るコスト計（Ｇ）

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費
うち委託料

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支
出
内
訳

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

本来、公的年金制度の中で支払うべきものである。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

対象者がいなくなった時

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

低
下

本来、公的年金の受給要件を満たさない人が対象であるので、公的年金
制度等のなかで支給すべきであるが、国の制度の中で対応できない中で
市が事業を実施している。支給要件を満たす対象者は少ないと考えられ
るので現状維持とする。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

公的年金の受給要件を制度上満たさない者を対象としているため、公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

×

公的年金の受給要件を制度上満たさない者を対象としており、廃止等の場合は、給付金の受給ができなくなる
ものであり、対象者の生活への影響は大きいといえる。

向
上

維
持



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

0 3 0 1 0 2 0 1 1 4 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

地域に住んでいる高齢者が心身の健康の保持および安定した生活を送るためのセーフティネットとしての役割
を帯びた事業のため。

向
上

維
持

事務事業名

政策名

施策名

× ×

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

庁内に類似事業はない。老人福祉法に基づく事業のため。

×

低
下

空きがあり、受け入れが昨年度と比較すると可能な施設があったが、緊
急一時的措置の予定が長期化している者も見られ、新規入所者数も増
加しているため、市の負担は増えている。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

法令に基づく対象者について、措置を行っているため。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

本人負担金は応能負担となっているため。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

老人の福祉の増進を図ることは、市町村の責務（老人福祉法に規定）であるため。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支
出
内
訳

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費
うち委託料

物に係るコスト計（Ｇ）

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

0-49,091-37,671-39,459-35,505

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!

049,09137,671

✔

39,45935,505

事業コード

人

人

17

上記のとおり

前年度と同じ

（決算）（Ａ）

0
0

000

-1,788

00

2017 21 20 23

21 20 23 20

心身の健康の保持と生活の安定

34,530
34,530

38,484

048,11636,69638,48434,530

老人保護措置事業

％

36,696 48,116
36,696 48,116

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

38,484

50 50 50 50
7575

％

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

1人

時間 180

0975

65歳以上で、次のいずれかに該当する者。①身体上、精神上又は環境上の理由及び経済的理由に
より居宅において養護を受けることが困難であること②身体上又は精神上著しい障害があり、介護保
険法に規定する福祉施設入所することが困難である③養護者がいないか、養護者に養護させること

5 4

975975975

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

0
0

07575

千円

千円

千円

千円

千円

千円

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市老人福祉法施行細則法令根拠

昭和62

高齢者支援課

馬塲　一嘉

所属課健康福祉部

高齢者支援係

3

1 1

①

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成24年度

（決算）

5 6

項目

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

一般

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

千円

時間

人

千円

時間

人

0

100%
-30,360

0

30,360

29,369

29,385

000
1
50

29,385
975
75

1 1

0

000

0900900900900 900

180

1,788
0

1

0
0
0
0

1 1
180 180 180

0
0

-1,788

0

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

人福祉法(１９６３年制定）に基づき、高齢者の生存権を保障するため
に、市町村が実施主体となり昭和62年より実施。

　　法の規定により、市内在住の６５歳以上の人に対し、福祉の増進を図るため、必要に応じて施設入所措置した人に
要する費用を負担する事業。
＜業務内容＞
①上記に該当するものから措置申請　②市が措置開始決定(却下）通知書を申請者に通知し、申請者は措置入所さ
れる　③被措置者から所得に応じた本人負担分を収納する　　④老人ホーム等に対し措置に要した費用を支払う。
　
＜予算の内訳＞役務費（通信運搬費）、委託料

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

新規入所者数

述べ入所者数

措置されたことにより心身の健康が保持され安定
した生活を送ることができるようになった人

住み慣れた地域で生きがいを持って安心して住み続けていると答えた高齢者の割合

在宅で生活している高齢者の割合

平成27年度 平成28年度 目標年度

0
0

1

0
0

0
0

-1,788
-1,788

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 3 0 1 0 2 0 1 1 4 6 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) 担当課評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

うち委託料

入浴券事業のＰＲなど周知方法の検討

利用者の健康が保たれず生活の質が低下することや地域から孤立する状況が生まれるおそれがある。

○市内で利用できる公衆浴場は１店舗のみとなった現状で、公衆浴場が遠い地域などもあるが、利用率が上がるＰＲ
方法等を検討する。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

公衆浴場が遠い地域などもあり、支給枚数が利用枚数につながっていな
いため、社会参加の目的を果たし切れていない可能性がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

７０歳以上一人暮らし高齢者の社会参加促進に加え、６５歳以上の方のみで構成されている世帯で入浴設備の
ない者も対象としており、公平・公正であるといえる。

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

決定事務及び立川浴場組合との契約事務は職員1名で実施し、4月及び7月の発送事務については嘱託員1名
で実施しているため削減余地はない。

類似事業がないため、統廃合及び連携が出来ない。

×
維
持

低
下

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？
特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

最小限の事業費で実施しているため削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

一人暮らし高齢者等の生活の質の向上は行政としてかかわらなければならないことである。今後、独居老人、
認知症高齢者が増加の傾向にあり、国立市でも同様の傾向にある。地域で安心して生活するためには、銭湯と
いう公共の場に定期的に顔を出す機会を確保することにより健康増進と社会参加を助長することは市の役割で
あり妥当といえる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

支給枚数が利用枚数につながっていないところがあるため、支給者の利用を促すようなPR等を行うことにより利
用率を上げることも検討の余地がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

←実施計画上の重点項
目

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

利用枚数の向上。

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

その他

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

00

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他

扶助費

前年度と同様

0-4,381-4,558-4,213-3,951
100% 100% 100%

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

100% #DIV/0!

000

04,381

千円

千円

千円

4,558

✔

4,2133,951

人

人

枚

割

（決算）（Ａ）

0
0

000

345

00

6.18.1 6.3 6.8 6.0

3337 3462 3569 3680 3801

入浴券を支給、利用してもらうことにより、高齢者の健康保持及び社会参加の機会が
増える

11248 10796 10900 10516 10872

利用者からの申請、民生委員が調査、利用者に決定通知、入浴券の支給、委託料の支払い　委託契約事務

65歳以上の高齢者が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

03,5813,7583,4133,151

入浴券支給事業

割

3,758 3,581
3,758 3,581

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

3,151
3,151

3,413
3,413

200 200 200 200

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

300300
0800

70歳以上一人暮らし高齢者及び65歳以上のみから構成される入浴設備がない世帯

222 232

800800800
0
0

0300300

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

事業コード

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
国立市高齢者入浴券支給事業実施要綱法令根拠

昭和63

高齢者支援課

馬塲　一嘉

所属課健康福祉部

高齢者支援係

236

1 1

平成26年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成24年度

（決算）

228 222

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

1人

千円

時間

人

千円

時間

人

0

100%
-5,029

0

5,029

4,173

4,229

000
1

200

4,229
800
300

1 1

0

000

0500500500500 500

100時間 100

-345
0

0
0
0

1 1 1
100 100 100

0

345

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

健康保持と社会参加の助長を目的とし、昭和63年度より70歳以上一
人暮らし高齢者に対し入浴券支給を開始した。

70歳以上一人暮らしの者等に対し、浴場組合発行の都内共通入浴券を月4枚支給することで、健康保持と社会参加
の促進を図る。
＜業務内容＞
①上記に該当する者からの申請②民生委員による調査③支給の決定④申請者に決定通知とともに入浴券を支給⑤
継続の場合は4月に3か月分12枚支給とともに次回の支給希望を確認、継続希望者に対しては7月に9か月分36枚を
支給⑥立川浴場組合と委託契約、年に一度都内共通入浴券の購入とともに、実際に使用された入浴券について浴
場組合においてとりまとめ報告、市は委託料を支払う
＜予算内訳＞委託料

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

-14

-384

111

0

-0.767391304

0

0

0

利用者数

入浴券支給枚数

70歳以上一人暮らし高齢者数

65歳以上のみ世帯で入浴設備がない世帯

支給入浴券の利用割合

住み慣れた地域で生きがいを持って安心して住み続けていると答えた高齢者の割合

平成27年度 平成28年度 目標年度

0
1

0
0
0
0

0
345
345

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 3 0 1 0 2 0 1 1 4 7 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) 担当課評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

うち委託料

○

他市の事業実施状況を調査を行うなどして、より必要な方へのサービスとなるよう検討を行う。

この事業を辞めた場合衛生状態の悪化が予想される。高齢者が可能な限り健康で生活機能を保持、向上し生
活の質を高めていくためには影響は多少なりともある。

利用者が年々減少し新規申請も年に数件である現状を踏まえると、対象者要件の見直し及び本人負担の導入に
ついて検討していく必要があると思われる。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

対象者要件について、明確化することで、寝たきり状態にある寝具の衛
生管理が困難な方のみにサービスを提供できるのではないかと思われ
る。しかし、対象者を限定しすぎることで、必要としている人にサービスを
提供できなくなる可能性もあるため、慎重に事業内容を見直していく必要
がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

他市では1割負担を実施しているところもあり、費用負担の検討をしていく必要があるのではないかと考えられ
る。

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

利用希望者には地域包括支援センターが実態把握を行い、その後の事務は嘱託職員１名で実施しているため
削減の余地はない。

市の事業での類似事業はなく、介護保険サービスの中のホームヘルパーに依頼する方法もあるが、生活援助
の時間も削減されてきており、実施が困難な状況である。

×
維
持

低
下

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？
本人負担の検討。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

委託事業者は競争入札により決定しているため削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

在宅福祉の向上は、介護保険事業計画の基本理念にもつながり妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

おおむね６５歳以上の寝具の衛生管理が困難な市民を対象にしているので、成果向上の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

←実施計画上の重点項
目

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

その他

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

00

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他

扶助費

前年度同様

0-559-436-553-452
100% 100% 100%

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

100% #DIV/0!

000

0559

千円

千円

千円

436

✔

553452

人

人

人

人

（決算）（Ａ）

-200
-100

000

-67

00

16 11 16

16

27 14

27 17 16 11

寝具の衛生状態が保たれる。

27 17 16 11 16

申請を受け、地域包括支援センター（地域窓口を含む）職員が実態把握を行う。市が決定（却下）通知書を通知する。寝具乾燥は取り扱い業者に委託する。

６５歳以上の高齢者が住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける。

0409286353252

寝具乾燥消毒事業

割

286 409
286 409

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

252
252

353
353

100 100

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
0150

６５歳以上の寝具の衛生管理が困難な市民

1 0

150200200
150
100

0150150

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

事業コード

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
国立市寝具乾燥消毒事業実施要綱法令根拠

平成12

高齢者支援課

馬塲　一嘉

所属課健康福祉部

高齢者支援係

1

1 1

平成26年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成24年度

（決算）

2 0

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

時間

人

千円

時間

人

0

100%
-813
0

813

608

613

200200200

613
200
0

-50

100 100 100
000

111
00000 0

時間

117
0

0
0
0

0

-117

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

平成12年4月1日より施行。
寝たきりの高齢者等が使用している寝具の乾燥消毒及び水洗いの
サービスを提供することにより、寝たきり高齢者等の日常生活の質の
向上を図るため。

市内に住所を有する高齢の単身世帯のうち、高齢者で加齢に伴う心身の障害及び疾病等により寝たきり状態にある
ため、寝具の衛生管理が困難な方（高齢者のみの世帯及びこれに準ずるおおむね６５歳以上の高齢者も寝具の衛生
が困難であれば対象）月１回の寝具の乾燥（年１回は水洗い）を実施する。対象寝具は、掛布団、敷布団、毛布、枕で
ある。本人負担はなし。
＜業務内容＞
①上記に該当するものからの申請
②地域包括支援センター（地域窓口を含む）職員が実態把握し、申請書・実態把握書を市に提出する
③市が決定（却下）通知書を申請者に通知し、業者に寝具乾燥依頼書を送る
④乾燥は委託契約を締結した業者が各家庭を訪問回収し自社工場で乾燥させ、当日配送、水洗いは翌日配送
⑤委託業者からの請求に基づき支払う
＜予算内訳＞委託料

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

-5

0

0

-5

-5

0

0

申請受付件数

乾燥消毒及び水洗い利用者数

６５歳以上の寝具の衛生管理が困難な市民

（※データ収集不可）

乾燥消毒利用者数

水洗い利用者数

在宅で生活している高齢者の割合

平成27年度 平成28年度 目標年度

0

0
0
0
0

0
-67
-67

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 3 0 1 0 2 0 1 1 4 8 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) 担当課評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

うち委託料

朝食配達事業者を増やし、メニューや自己負担額等を多くの中から選べるようにしていく必要がある。

利用者の健康が保たれず生活の質が低下することや地域から孤立する状況が生まれるおそれがある。

○

全体の利用者・提供食数は、平成25年度から平成26年度と比べると、伸びが鈍化している。制度の周知が一通り
行きわたったものと考えられる。朝食については、新規に開始した時にも関わらず、利用者数・提供食数ともに大き
く伸びることがなかった。朝食の利用については、伸びていないことの分析等を進める必要がある。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

平成27年度より、事業者の一部が朝食の配達を実施することになった。
朝食の利用者は、年間を通じ大きく伸びることはなかった。また、提供食
数についてもほぼ前年と同様となった。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

委託業者の設定する単価から委託料を引いた差額を本人負担とする見直しを実施しており、利用者間での公
平が保たれている。

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

申請者に対するアセスメント等は地域包括支援センターが実施し、決定等事務処理については正職員及び嘱
託員にて実施しているため、削減余地はない。

他に類似事業がないため、統合はできない。

×
維
持

低
下

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

介護保険サービスに配食事業が組み込まれることになった場合。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

25年度より夕食については1食あたり400円へ委託料を改定しており、削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

一人暮らし高齢者等の生活の質の向上と見守ることは行政としてかかわらなければならないことである。今後、
独居老人、認知症高齢者が増加の傾向にあり、国立市でも同様の傾向にある。地域で安心して生活できるため
には、食の確保が困難な人たちに、食事を提供するサービスを通じて、支援して最低限の安全と安心を確保す
るのは市の役割であり妥当といえる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

委託業者については、プロポーザル方式により、市内だけでなく市外の国立市を配達エリアとする事業者からも
選定を行った。また、利用者は２事業者まで選択できるように制度を変更した。今後も定期的にプロポーザル方
式にて事業者選定を実施するため向上の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

←実施計画上の重点項
目

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

その他

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

00

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他

扶助費

前年度同様

0-35,871-32,686-32,298-29,318
100% 100% 100%

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

100% #DIV/0!

000

035,871

千円

千円

千円

32,686

✔

32,29829,318

人

食

人　

食

（決算）（Ａ）

0
0

00160

388

00

68806 69931 77821

463

54278 60965

363 445 427 414

①食事サービスを行うことにより配達者とのコミュニケーションが図れ、高齢者が孤独に
ならずに過ごせる（見守ることができる）②緊急時に早期に発見してもらえる③定期的
な食事の提供により健康が保持できるようになる

54578 60965 68806 69931 77821

利用者からの申請、包括支援センターが実態把握、利用者に決定通知、事業者に通知、食事サービスの提供、委託料の支払

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

160

031,09527,91027,52224,382

高齢者食事サービス事業

％

27,910 31,095
27,910 31,095

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

24,382
24,382

27,522
27,522

684 684 684 684

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

1,0261,026
04,776

65歳以上の一人暮らし、高齢者世帯、日中独居になる方のうち、日常の買物又は炊事等に支障や
困難があり、食の確保が困難な者

414 463

4,7764,7764,776
0
0

01,0261,026

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

事業コード

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
国立市高齢者食事サービス事業実施要綱法令根拠

平成2

高齢者支援課

馬塲　一嘉

所属課健康福祉部

高齢者支援係

427

1 1

平成26年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成24年度

（決算）

363 445

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

1人

千円

時間

人

千円

時間

人

0

100%
-41,407

0

41,407

36,468

36,631

000
1

684

36,631
4,776
1,026

1 1

0

000

03,7503,7503,7503,750 3,750

750時間 750

-388
0

0
0
0

1 1 1
750 750 750

0

388

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

平成2年度以前に市民グループ（後にNPO法人）が独自に実施して
いたが、年々利用者が増加してきたことにより、平成2年度から市の事
業としてその市民グループに委託して実施するようになった。

＜業務内容＞一人暮らし、高齢者世帯、日中独居の世帯の方で、日常の買物又は炊事等に支障や困難がある者に
対し、委託事業者（民間、ＮＰＯ、企業組合の10事業者）が食事を提供することで、生活の質の向上、安否確認や地
域での孤立を防ぐ。
＜業務内容＞①上記に該当する者からの申請②地域包括支援センター職員（窓口を含む）もしくは担当ケアマネー
ジャーがアセスメントを実施③市において食事サービスの回数の決定④申請者および委託事業者に決定通知⑤委
託事業者が夕食を利用者に配達及び安否確認⑦委託事業者が本人負担分を徴収する⑥市は委託事業者に対し1
食につき400円を支払う⑦回数増はアセスメントを行ったのち判断を行う。回数減、曜日変更は可能なところから実
施。業者変更は、15日までに申請してもらい翌月から変更可能。
＜予算内訳＞委託料

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

-13

1125

0

0

-13

1125

0

0

利用者数

食事提供数

一人暮らし又はこれに準ずる状況にある高齢者で、日常の買物または炊事等に支障や困難があり、食事内容に原則制限がない人でおおむね65歳以上の高齢者

利用者数

食事提供数

在宅で生活している高齢者の割合

平成27年度 平成28年度 目標年度

0
1

0
0
0
0

0
388
388

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 3 0 1 0 2 0 1 1 5 0 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) 担当課評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

-196
-177

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成27年度 平成28年度 目標年度

0

0

0

申請件数

支給枚数

要介護認定者で非課税世帯の数かつ公共の交通機関の利用が不可能な人

（※データ収集不可）

利用枚数

住み慣れた地域で生きがいを持って安心して住み続けていると答えた高齢者の割合

-7

-63

0

0

-611

0

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

・平成14年度
・障害者を対象をした福祉タクシー事業に準じ、高齢者になり生じる
障害に対してもタクシー券を発行することが求められたことから開始さ
れた。

市内に住所を有するおおむね６５歳以上の人で、介護保険法による要介護認定が要介護１以上の認定がある方（４０
歳から６５歳未満の要介護認定が１以上の方も含む）で、心身に障害があり交通機関の利用が困難である者のうち、
市民税非課税世帯の方に１枚３００円相当の利用券を月９枚発行することにより外出を容易にし、社会生活の向上を
図る事業。
＜業務内容＞①上記に該当する者からの相談を受ける　②地域包括支援センター職員（地域窓口を含む）が訪問を
行い本人の状態を確認し、調査票・申請書の提出を受ける　③担当者が介護認定状況及び市民税の課税状況を確
認する　 ④③のほか他制度の利用がないか調査し給付の決定を行う　⑤決定（却下）通知書を申請者に通知し、決
定者には申請月からの利用券と利用証を交付する　⑥利用者はタクシー利用の際、利用料金以内のタクシー券をタ
クシー会社に渡す　⑦タクシー会社は当月分の使用済み利用券を翌月の１０日までに市に提出し、市はタクシー券１
枚につき３００円相当額と手数料２０円を加えた額を支払う
＜予算内訳＞需用費（印刷製本費）、委託料

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

0

-1,177

時間

1,177
0

0
0
0

111
00000 0

000

600

1 1

-1,000

500 500 500

3,526

1,0001,0001,000
1

400

3,526
1,600

5,126

3,404

0

100%
-5,126

0

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成24年度

（決算）

161 184

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

高齢者支援課

馬塲　一嘉

所属課健康福祉部

高齢者支援係

199

1 1

平成26年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
国立市高齢者等外出支援サービス事業実施要綱法令根拠

平成14

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

事業コード

0
0

0600600600600
0600

市内に住所を有するおおむね６５歳以上の要介護者１以上（４０歳から６５歳未満の要介護認定が１
以上の方も含む）で電車・バス等の交通機関の利用が困難でありかつ住民税非課税世帯の方

192 185

6001,6001,600

400 400 400 400

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

4,124
4,024

4,171
4,089

外出支援サービス事業

割

3,994 4,392
3,893 4,300

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

04,3923,9944,1714,124

電車やバスを利用することができない高齢者にタクシー券を発行することにより、外出
が容易にできる

12312 16992 17775 17712 17693

利用者からの申請、地域包括支援センター職員（地域窓口）による状態確認、市職員による課税・介護度調査、利用者に決定通知及びタクシー券等の交付、委託料の支払い
タクシー券等の印刷

対象者が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

10639 12578 12779 12168 13270

-500

000

-177

00

-1,000

枚

枚

（決算）（Ａ）

✔

5,7715,724

人

4,594 04,992

千円

千円

千円

100% #DIV/0!

000

100% 100% 100%

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

0-4,992-4,594-5,771-5,724
00

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他

扶助費

前年度と同様

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

その他

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

←実施計画上の重点項
目

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

利用枚数の向上。

維持 増加削減

交通機関を利用できない高齢者に外出する機会を提供していくことは行政として必要である。
通院等に利用するタクシー券を発行することは市として最低限度の支援と考える。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

年度更新のため要介護度及び課税状況を確認しているが、本人の実態把握までは行っていないため、利用枚
数が少ない者に対しての聞き取り等を検討する必要がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？
特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

サービス自体はタクシー事業者に委託しており削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

申請・決定・支払事務及びタクシー券の印刷発注は嘱託職員で行っており、これ以上の削減の余地はない。

しょうがいしゃ支援課で実施している福祉タクシー事業と類似しているが。対象者が異なるため統合はできない
が、連携を図ることにより、対象者のすくい上げができる。

×
維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

発行枚数は増加傾向であり、市民にも浸透しているサービスと思われる。
券の枚数について足りないという声もある一方で、支給枚数に対する利
用率は低下傾向にある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

月２７００円相当の額であり、初乗り運賃で換算すると月２回の外出支援を行っている程度であるので妥当と思わ
れる。

うち委託料

利用枚数が少ない者への調査の実施。

外出する機会が減ることにより生きがいの低下につながる。

○利用率の低下そのものは必ずしも悪い傾向とは限らないが、真にサービスが必要な人にも行きわたるよう引き続き
周知に努める。

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 3 0 1 0 2 0 1 1 5 1 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) 担当課評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
29

0
0
0
0
0

0
0
0

267

0

平成27年度 平成28年度 目標年度

0
1

0

0

新規申請件数

70歳以上一人暮らし高齢者

安否確認件数

利用者

住み慣れた地域で生きがいを持って安心して住み続けていると答えた高齢者の割合

在宅で生活している高齢者の割合

-15

0

111

0

70

-76

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

社会問題にもなっている高齢者の孤独死の防止策として、昭和55年
ひと声牛乳として開始した。

70歳以上一人暮らしの者に対し、週に3本の牛乳等（白牛乳・コーヒー牛乳・ヨーグルト）を支給することで、健康増進
と孤立防止を図る。
＜業務内容＞①上記に該当する者からの申請②地域窓口による実態調査③支給の決定、サービス提供の開始（本
人負担はなし）④申請者に決定通知を送付⑤中止、再開や、配達時の安否確認などは地域窓口において実施⑤事
業者と委託契約締結
＜予算内訳＞扶助費

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1 1 1
200 200 200

0

267

時間 200

-238
29

0
0

267

200

01,0001,0001,0001,000 1,000

000

300

1 1

0

53

000
1

200

53
1,300

4,139

13,364

12,011

12,011

69%
-9,225
4,139

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

1人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成24年度

（決算）

156 102

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 4,142 6,513 6,542 5,803

②

③

④

手段

対象

意図

結果

高齢者支援課

馬塲　一嘉

所属課健康福祉部

高齢者支援係

122

1 1

平成26年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
国立市ふれあい牛乳支給事業運営要綱法令根拠

昭和55

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

事業コード

0
0

0300300300300
01,300

70歳以上一人暮らし高齢者

107 110

1,3001,3001,300

200 200 200 200

％

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

ふれあい牛乳支給事業

％

14,434
14,434

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

014,434000
13,293

週3本の牛乳等の支給により、健康の増進ができるとともに、地域社会からの孤立を防
止することができる

利用者からの申請、実態把握、利用者に決定通知、牛乳等の支給、請求に伴う委託事業者への支払い

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

3337 3462 3569 3680 3802

149 159 203 273 200

859 859 874 798 839

0

13,29313,02612,683

0

00

0

件

人

（決算）（Ａ）

✔

14,32613,983

人

14,593 015,734

千円

千円

千円

63% #DIV/0!

6,5426,5134,142

70% 55% 55%

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

12,683 13,026

0-9,931-8,051-7,813-9,841
05,803

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他

扶助費

前年度と同様。

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

その他

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

←実施計画上の重点項
目

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

維持 増加削減

一人暮らし高齢者等の生活の質の向上は行政として関わらなければならないことである。今後、独居老人、認
知症高齢者が増加の傾向にあり、国立市でも同様の傾向にある。地域で安心して生活するためには、牛乳等を
配布することにより健康増進と見守りをすることは市の役割であり妥当といえる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

70歳以上一人暮らし高齢者のうち健康増進および定期的な見守りを必要とする者の数は把握できないが、制
度利用者は、対象者要件の4分の1程度に達していることから、一定の成果はあがっているといえる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？
特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

単価については、市価より低く設定しており削減の余地はほとんどないが、見守りの観点から言えば、配達回数
が多くないと意味がないのではないかとの意見がある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

実態把握は地域窓口で実施し、配達業務自体は委託、決定事務等は職員及び嘱託員で分担して実施してい
るため削減の余地はない。

介護保険サービスや食事サービスなどを利用している場合は、そちらの事業で見守りを実施できる場合もある。

×
維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

一人暮らし高齢者の増加に伴い、申請数及び予算措置も増加している。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

市全体で見守りについて強化しているところであるが、特にその中でも必要性が高い70歳以上の一人暮らし高
齢者に限定していることは、公平・公正であると思われる。食事サービスなど既に別の方法で見守りが行われて
いる現状があるため、対象者については、検討の余地がある。

うち委託料

○

利用者の生活状況・他サービスの利用状況の調査。

利用者の健康が保たれず生活の質が低下することや見守りが果たせず本サービスのみの利用の場合、最悪
の場合は孤独死の放置などのおそれがある。

見守りの機能については、維持することを前提としつつ、他の安否確認事業との連携などを検討する。
たとえば、食事サービスとふれあい牛乳の利用が重複している高齢者について、食事サービス提供時に行われる
高齢者に対する個別状況調査（アセスメント）時に、牛乳の必要性も同時にアセスメントすることで重複の状況を整
理できるような仕組みづくりを検討する。

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
8  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
1
№
4

会計
一般 0 3 0 1 0 2 0 1 1 5 2 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成27年度 平成28年度 目標年度

0
1

入居者数

立ち退き要求による住宅困窮高齢者

　　　　　　　　　　　　（データ収集不可）

入居者数

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

平成元年、バブル経済の崩壊による住宅取り壊しのため立ち退き要
求を受けた高齢住宅困窮者に対する住宅確保のため開始された。

立ち退き要求による住宅困窮者に対し、市が借上げた住宅（全７戸）を提供することにより住居の安定を図っている。
<業務内容>①住宅を借り上げ②空きが出た場合市報による募集③立ち退き要求や前年の収入（生活保護法に定め
る基準額の1.8倍以内）などの要件を審査のうえ入居を決定④入居者に対しては本人負担（原則借上料の3分の２、納
入困難者には減額、猶予あり）を毎月請求、納付管理を行う⑤随時、入居者からの入居に関する相談への対応など⑥
借上契約締結
<予算内訳>役務費（郵便料）、借上料

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1 1 1
135 135 135

0

0

時間 150

0
0

0
0
0

135

0675675675750 675

000

0

1 1

0

5,816

000

5,816
750

6,566

3,028

0

54%
-3,538
3,028

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

1人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成24年度

（決算）

6

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

高齢者支援課

馬塲一嘉

所属課健康福祉部

高齢者支援係

7

1 1

平成26年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
国立市高齢者借り上げ住宅提供事業実施要綱法令根拠

平成元

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

前年度と同様。

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

02323230
0698

市内3年以上在住、65歳以上一人暮らしの者で、立ち退き要求により住宅に困窮している者のうち、
介助を要することなく生活ができる生活保護法に定める基準額の1.8倍以内の収入の者。

7 7

698698698

15 15 15

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

6

延べ業務時間

6,015 6,015

借り上げ住宅提供事業

人

6,015 6,015
人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

06,0156,0156,0156,015

住宅困窮高齢者の住宅確保により、居住の安定を得ることができる。

入居者管理、本人負担金収納管理。

高齢者が、住み慣れた地域で生きがいをもって、安心して住み続ける。

6 7 7 7

7 7 7

0

000

0

00

0

人

人

（決算）（Ａ）

✔

6,7136,713 6,713 06,713

3,718 3,819 3,819 3,819

03,8193,8193,8193,718

45% 43% 43% 43% #DIV/0!
0-2,894-2,894-2,894-2,995

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

上記目的を果たすことは行政、市の責務といえる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

住宅確保の観点からは、全7戸が埋まっており、緊急に入居が必要な場合には対応できない現状がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

借り上げ住宅物件の老朽化。入居者がいなくなった時。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

26年度は入居者の入れ替えはない。年1回、不動産業者との打ち合わせ
を行っており、今後も継続していく。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が
公平・公正になっているか？

入居制限および本人負担額は、収入によって決定されており、減免制度も実施しており、公平性は保たれてい
る。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

×

入居者の居住の安定が損なわれてしまう。

○

うち委託料

バブル経済崩壊前は、かりに新しく住むところがあっても家賃が高くなりすぎて入居ができないといった事実があっ
たことから、経済的困窮も含め、住み替え家賃助成とともに実施していた。バブル経済崩壊以後は、取り壊しによる
立ち退き要求があっても、立ち退き費用や入居先が担保されているなど、緊急性は高いが入居先が確保できないと
いった事例は少ない。現状は、むしろ適切な住居あっせんが必要となっているが、都におけるあんしん入居制度な
どの実施により担保されている。よって、現入居者の住宅確保の観点から現状維持が適当であるといえる。

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 3 0 1 0 2 0 1 1 5 5 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) 担当課評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

うち委託料

機器を貸与して事業を実施しているため、事業者変更の際には、機器の取替えだけでも相当期間を要する。そのため、業者の選定方法を検討する必
要がある。

この事業を廃止すると緊急時の対応が不可能になるため、影響はある。

○委託料縮減のための方策の検討。日中独居となる者など対象者の拡大等を行う。 向
上

事務事業名

政策名

施策名

利用者が転居等で廃止になった者数と比べ、新規申請数の伸びが鈍化
傾向にある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

・申請して条件さえ合えば設置が行われているため、公平・公正である。
・設置費については、所得に応じて決定しているので適正であるといえるが、その後の利用料についての本人
負担は導入していないため、検討の余地がある。

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

事務は経常業務等は嘱託職員で実施し、連絡調整等のみ職員で対応を行っているため削減の余地はない。

しょうがいしゃ支援課で類似事業を実施しているが、対象者が異なるため統合できない。

×
維
持

低
下

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？
委託料を縮減できる委託先の検討

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

現在、様々な事業者が緊急通報システム事業に参入しているため、委託先については検討を行う余地はある。
歳入については、設置時の本人負担は実施しているが、月々の利用料については実施していないため検討す
る余地がある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

公的な機関が一人暮らしの高齢者の生活の安全・安心を保障する政策を持つことが必要である。そのため、こ
の事業を市が行わなければならない。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現状では、24時間対応しているため、緊急事態に迅速な対応ができている。また、緊急通報システムによって利
用されている方の不安は解消できている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

←実施計画上の重点項
目

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

その他

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

010,303

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他

扶助費

新規申請・廃止受付

0-18,309-15,533-14,736-14,042
58% 61% 60%

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

64% #DIV/0!

216 198 153 216

10,2299,57010,032

028,612

千円

千円

千円

25,762

✔

24,30624,074

人

人

人

（決算）（Ａ）

-1,200
-600

000

356

00

9092 83 65 82

7007 7289 7609 7922 8252

・緊急事態に迅速な対応をできる。
・緊急事態発生への不安が解消される。

405 427 423 422 474

・民間緊急通報システムの申請受付、貸与
・亡くなった方、施設に入所した人の連絡を受け、取り外し

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

025,46222,61222,25622,024

高齢者緊急通報機器貸与事業

％

22,612 25,462
22,612 25,462

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

22,024
22,024

22,256
22,256

400 400 600 600

％

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

600600
03,150

・70歳以上の一人暮らしの人
・市内在住のおおむね65歳以上の一人暮らし又は高齢世帯等で、慢性疾患等により日常生活を営
む上で常時注意を要する状態の人

0 0

3,1502,0502,050
300
200

0900900

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

事業コード

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
国立市在宅高齢者緊急通報システム事業運営要綱法令根拠

昭和63

高齢者支援課

馬塲　一嘉

所属課健康福祉部

高齢者支援係

0

1 1

平成26年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円 9,816 9,372 10,076 10,087

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成24年度

（決算）

8 0

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

1人

千円

時間

人

千円

時間

人

198

0

57%
-13,588
10,216

10,018

23,804

21,722

21,754

1,2001,2001,200
1

400

21,754
2,050
600

1 1

1,100

600 600 600
000

111
02,2502,250250250 250

450時間 50

-797
659

0
0
0

1 1 1
50 50 450

2,000

1,456

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

・昭和63年度
・在宅高齢者の緊急事態における不安を解消するとともにその生活の
安全を確保し、もって高齢者福祉の増進を図るため

市内在住のおおむね６５歳以上の一人暮らし又は高齢世帯等で、慢性疾患等により日常生活を営む上で常時注意
を要する状態又は７０歳以上の一人暮らしの人に緊急事態における不安解消と生活の安全確保のため緊急通報器を
貸与する事業。
Ⅰ消防庁緊急通報システム…無線発報器等を用いて東京消防庁に通報され、緊急協力員の協力を得て救助等を行
う。
Ⅱ民間緊急通報システム…無線発報器等を用いて民間受信センターに通報され、関係機関や専門の現場派遣員の
援助を得て救助等を行う。
＜業務内容＞
①上記に該当するものからの申請　②地域包括支援センター（地域窓口を含む）職員が実態把握し、提出　③市が課
税状況等を調査し、決定（却下）通知書を申請者に通知し、東京消防庁、委託事業者に通知　④委託業者が訪問し
緊急通報システム機器を貸与し取り付ける。　⑤利用者からは本人負担分を収納する。　⑥委託事業者からは毎月報

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

-1

313

0

17

0

0

0

消防庁緊急通報システム利用者数

民間通報システム利用者数

65歳以上の一人暮らし又は高齢世帯の人口

緊急事態に対応をした人数

住み慣れた地域で生きがいを持って安心して住み続けていると答えた高
齢者の割合

在宅で生活している高齢者の割合

平成27年度 平成28年度 目標年度

400
1

0
0
0
0

0
356
356

0
0

704

0
-45
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 3 0 1 0 2 0 1 1 5 6 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) 担当課評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

-27
-27

0
0
0

0
-6
0
0
0

0
0
0
0

0

平成27年度 平成28年度 目標年度

50
1

0

0

申請受付件数

ＧＰＳ端末貸与数

認知症高齢者数

（※データ収集不可）

居場所の把握件数

住み慣れた地域で生きがいを持って安心して住み続けていると答えた高
齢者の割合

在宅で生活している高齢者の割合

2

4

0

0

61

0

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

平成12年度より国の包括補助事業として開始された。市内在住のおおむね６５歳以上で認知症により日常的に徘徊する高齢者の居場所を、介護する世帯の電話等による
照会に対し日時を問わず位置情報を提供する事業である。徘徊高齢者を早期発見及び保護することで介護者の負
担を軽減する事業。
＜業務内容＞
①上記に該当するものからの相談を受ける。　②地域包括支援センター（地域窓口を含む）職員が訪問を行い、家族
のヒアリングと本人の状態を確認し、調査票・申請書の提出を受ける。　③市が内容を確認し、決定（却下）通知書を
申請者に通知し、利用者にGPS端末を貸与する。　④利用者からは本人負担分（1割）を収納する。　⑤介護する世帯
が利用者の居場所が分からなくなった場合は、位置情報提供事業者に別途料金を支払い保護してもらう。　⑥位置
情報を提供する委託事業者からは毎月報告書（金額、実際の問い合わせ実績）が提出され、市が委託料を支払う。
⑦委託契約締結
＜予算内訳＞委託料

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1
50

250

98

時間

-104
-6

0
0
0

150

111
075025000 0

000

75

1 1

125

100 100 100

339

200200200
1
50

339
275

614

331

38

0

94%
-576
38

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成24年度

（決算）

2 4

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

高齢者支援課

馬塲　一嘉

所属課健康福祉部

高齢者支援係

7

1 1

平成26年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
国立市徘徊高齢者位置情報サービス事業運営要綱法令根拠

平成12

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

事業コード

75
50

02251507575
0975

市内在住のおおむね65歳以上認知症により日常的に徘徊する高齢者及びその家族。

9 20

400275275

50 50 100 150

％

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

227
227

394
394

高齢者位置情報把握端末貸与事業

％

367 524
367 478

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

0524367394227

徘徊高齢者の居場所が把握できる。

8 8 11 15 24

①上記に該当するものからの相談を受ける。　②地域包括支援センター（地域窓口を含む）職員が訪問を行い、家族のヒアリングと本人の状態を確認し、調査票・申請書の提出を受ける。
③市が内容を確認し、決定（却下）通知書を申請者に通知し、利用者にGPS端末を貸与する。　④利用者からは本人負担分（1割）を収納する。　⑤介護する世帯が利用者の居場所が分か
らなくなった場合は、位置情報提供事業者に別途料金を支払い保護してもらう。　⑥位置情報を提供する委託事業者からは毎月報告書（金額、実際の問い合わせ実績）が提出され、市が

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

136 13 19 80 80

-100

000

-27

00

-200

個

件

（決算）（Ａ）

✔

669502

人

767 01,499

千円

千円

千円

97% #DIV/0!

22 37 31 43

313722

96% 94% 96%

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

0-1,456-736-632-480
043

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他

扶助費

前年度と同様。

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

その他

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

←実施計画上の重点項
目

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

維持 増加削減

認知症により日常的に徘徊する高齢者の居場所について、介護者からの照会に対し位置情報を提供すること
により、高齢者本人の安全を早期に確保することができる。また、介護者の介護負担を軽減を図ることにもなり、
認知症高齢者が住み慣れた地域で生活できることに結びついている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

この事業を利用する方は、徘徊により警察に保護されたようなことがきっかけとなり、ケアマネージャーや地域の
窓口からのアドバイスで申請に至ったケースが多い。その意味で、必要とする方には十分周知が図られ、成果
は十分出ていると思われる。その反面、必要であるが、機械が大きすぎるなどの理由で携帯してもらえず、利用
できないとの声もあるため、より小型化した機械の検討の余地がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？
特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

現在の事業者に対する委託料の金額は、利用実績に基づいて支払っており、事業内容を鑑みても適正であ
る。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

申請手続きについては、地域包括センターで行っているが、他に地区ごとで３箇所の地域窓口にも委託してい
る。
現在は、申請時のヒアリングや本人の状態確認に最も業務時間を割いている。しかし、決まった手続きに添って
必要最小限で行っているため、削減の余地は無い。

庁内に類似事業はなく、事業者に委託していることから他に手段はない。

×
維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

ケアマネージャーや地域の窓口での周知は図られているため、必要な方
が利用できている現状ではあるが、より認知症高齢者に受け入れやすい
小型化した機械を望む声がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

無料ではなく、本人負担１割を求めることにより、利用の適正化を図っている。また、介護者の精神的、身体的
負担を考慮すると、妥当な負担割合である。

うち委託料

機械導入のために、様々な機械の情報収集及び認知症高齢者を介護する家族等の協力を得て実際の機械を使用してのテストを行っていく。

民間事業者では、月額3000円程度の自己負担が求められるため、介護者の負担が増え、認知症高齢者の生
活の安全を図ることが難しくなる。

○現状の機械の他に、より小型化した機械など複数選択できるような制度とする。 向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 3 0 1 0 2 0 1 1 5 7 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) 担当課評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

うち委託料

一定以上の所得のある者に対する自己負担増に対してご理解いただく必要がある。

住宅の既存の設備改善ができず、在宅での生活が困難となる。

利用申請等については、利用者及びケアマネージャーから地域窓口への相談が申請に結びついている現状を踏
まえ、当面現状維持とする。自己負担については、一定所得以上の者を２割負担を導入する。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

有効性評価として適正で効果的な改修の実施を行うためには、相談を受
け実施内容を検討していく中で職員の知識・経験が必要とされる。
給付実績については、毎年大きく変動するが手摺の設置及び浴槽の取
替工事の申請が大半を占めている。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

実態把握票により、対象者のアセスメントを実施したうえで給付しており、公平・公正である。
自己負担については、一定所得以上の者について、より多い負担をお願いする等の検討が必要。

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要性の判断、適正な給付の確認をするために、正職員の配置が適当と思われ削減余地はない。

しょうがいしゃ支援課で実施している住宅設備改善費給付等が類似事業としてあげられるが、対象者が異なる
ため統合は不可能。

×
維
持

○

低
下

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？
特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

見積もりを複数取る等、工事委託事業者の選定により費用を若干下げる余地はあるが、利用者の負担は多くな
るため考えにくい。また、給付上限も設定していることから、これ以上の削減余地は少ないと考える。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

地域で暮らす高齢者の生活の安全と、質の向上を確保することは行政としての責務である。住み慣れた地域
（自宅）で安全に生活を送れるよう支援し安心を確保することは市の役割として妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

適切な改修を行うためには、職員の知識・経験が必要となるため、研修等により職員自身が研鑽を積むか、第
三者による点検機関を設けることが必要と思われる。現在のところ、アセスメントを実施する職員の研修参加等
なされている。
また改修後のモニタリングは実施しており、適切に改修がなされているかの確認も実施しており、成果の向上余

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

←実施計画上の重点項
目

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

その他

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

02,485

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他

扶助費

前年度と同様

4,768 1,806

0-2,666-3,018-1,813-3,146
55% 65% 55%

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

52% #DIV/0!

476 180 448 415

2,4659932,622

05,151

千円

千円

千円

5,483

✔

2,8065,768

人

件

件

（決算）（Ａ）

0
0

4,4831,8064,768

0

04,151

2115 27 13 20

経済的負担が軽減される

15 27 13 20 21

上記のとおり

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

4,483 4,151
00000

高齢者自立支援住宅改修給付事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
01,000

市内在住のおおむね６５歳以上で介護保険サービスが受けられない人及び身体機能の低下等で住
宅の改造が必要と認められる人、又は介護度に関係なく、改修が必要と認められる人。

20 21

1,0001,0001,000
0
0

000

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

事業コード

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
国立市高齢者住宅改修給付事業実施要綱法令根拠

平成12

高齢者支援課

馬塲　一嘉

所属課健康福祉部

高齢者支援係

13

平成26年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円 2,146 813 2,017 2,070

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成24年度

（決算）

13 26

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

1人

千円

時間

人

千円

時間

人

290

3,273

58%
-2,497
1,781

1,491

4,278

3,273
5

000

5
1,000
0

0

000

01,0001,0001,0001,000 1,000

200時間 200

-1,205
1,472

0
0

2,677

1 1 1
200 200 200

0

2,677

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

平成12年度より、在宅の虚弱高齢者の転倒防止、動作の容易性の確
保及び行動範囲の拡大の確保並びに介護の軽減など日常生活の利
便と在宅での生活の質の向上のため。

市内在住のおおむね６５歳以上で介護保険サービスが受けられない人及び身体機能の低下等で住宅の改造が必要
と認められる人、又は介護度に関係なく、改修が必要と認められる人に給付することにより、日常生活の利便と在宅で
の生活の質の向上を図る事業。
＜業務内容＞次のとおりである。①上記に該当するものからの相談を受ける　②地域包括支援センター（地域窓口を
含む）職員が訪問を行い、本人および家族からのヒアリングにより、本人の状態と住居環境の確認をし、調査票・申請
書の提出を受ける。　③市が決定（却下）通知書を申請者に通知し、利用者に給付する。　④利用者からは本人負担
分(10%)を収納する。　⑤利用者から確認書の提出　⑥事業者の請求に基づき費用を市が支払う。
改修の種類はア、手すりの取り付け床段差の解消　イ、床段差の解消　ウ、滑りの防止及び移動の円滑化等のための
床材の変更　エ、引き戸等への扉の取替え　オ、洋式便器等への便器の取替え　カ、浴槽の取替え　キ、流し・洗面
台の取替えを対象としア～エは200千円　オ、106千円　カ、379千円　キ、156千円を利用限度額として１割の負担で
給付。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

7

7

0

0

7

0

0

0

申請受付件数

給付数
市内在住の65歳以上の高齢者のうち身体機能の低下が認められ改修が
必要と認められる人

（※データ収集不可）

給付数

在宅で生活している高齢者の割合

（※データ収集不可）

平成27年度 平成28年度 目標年度

0
1

0
0
0

2,677

0
0
0

0
0

1,204

0
268
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 3 0 1 0 2 0 1 1 5 8 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) 担当課評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

うち委託料

一定以上の所得のある者に対する自己負担増に対してご理解いただく必要がある。

事業対象者であって日常生活用具を必要とする高齢者のうち全額自己負担での購入が困難な経済状況にあ
る者への影響が生じると考えられる。

現在、安全杖及び入浴補助用具の申請が主であるため、支給品目の見直しを実施することで、成果向上が期待で
きる。自己負担についても、介護保険と同様に、一定所得以上の者の２割負担を導入する。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

年１回送付するアンケートにて事業対象者を把握するだけでなく、相談・
訪問時も、チェックリストを実施し、個別で基本チェックリストに基づき支給
決定を行った。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

要綱で給付限度額を決め、申請者のアセスメントを行い、業者より見積をとり、支給決定をしている。本人から販
売価格の１割を自己負担額として徴収しているが、介護保険と同様に一定所得以上の者の負担割合を増やす
ことの検討が必要。

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

現在正職員１名で決定事務及び本人負担徴収事務を行っており、削減余地はない。

障害者日常生活改善給付事業が類似事業であるが、対象者が異なるため統合はできない。

×
維
持

○

低
下

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？
特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

要綱で給付限度額を決め、申請者のアセスメントを行い、業者より見積をとり、支給決定をしている。本人から販
売価格の１割を自己負担額として徴収しており、削減はできない。また、東京都の包括補助事業のメニューであ
り財源の確保を行っている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

虚弱の高齢者に対して自己負担１割で福祉用具を支給することにより、高齢者の心身機能低下防止、自立の
促進、生活の質向上につながり、行政として必要な事業であると考えられる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現在給付対象者の追跡調査を実施していないため、対象者に対して訪問を行い、制度利用後の状況を把握
し、心身機能の低下防止など効果を高めることは可能と考えられる。また、給付品目を見直すことにより成果向
上が期待できる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

←実施計画上の重点項
目

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

利用者のモニタリングなどアフターフォローの検討。

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

その他

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

0166

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他

扶助費

前年度と同様

38 132

0-500-564-160-100
72% 69% 80%

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

75% #DIV/0!

3 13 25 16

1407238

0666

千円

千円

千円

704232138

人

件

件

（決算）（Ａ）

0
0

20413238

0

0166

99 4 6 7

日常生活の動作や移動が困難な高齢者の不便を解消する。

9 4 6 7 9

日常生活用具給付を希望する二次予防事業対象者への実態把握、申請代行業務、本人への決定通知書・納入通知書送付、事業所への納品依頼通知送付、本人負担分入金後事務処
理、事業所支払い事務処理。

高齢者（６５歳以上）が、住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

204 166
00000

高齢者自立支援日常生活用具給付等事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
0500

市内在住のおおむね６５歳以上で要介護・要支援認定を受けていない高齢者（介護予防特定高齢
者に該当する者）で日常生活用具（腰掛便座、スロープ、歩行支援用具、安全杖、入浴補助用具）を
必要とする者

7 9

500100100
0
0

000

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

1 ひとを育てる、守る

施策４　高齢者の自立の支援

事業コード

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
国立市高齢者日常生活用具給付等事業実施要綱法令根拠

平成12

高齢者支援課

馬塲　一嘉

所属課健康福祉部

高齢者支援係

6

平成26年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円 35 59 115 150

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成24年度

（決算）

8 3

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

1人

千円

時間

人

千円

時間

人

7

74

66%
-146
74

67

220

74
46

000

46
100
0

400

000

0500500100100 100

100時間 20

-404
68

0
0
72

1 1 1
20 20 100

400

472

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

平成１２年、介護保険が導入された。福祉用具を必要とするが要介
護・要支援に該当しなかった高齢者に対して市の事業により給付を行
うようにした。

市内在住のおおむね６５歳以上で要介護・要支援認定を受けていない高齢者（二次予防対象者）に、日常生活用具
（腰掛便座、スロープ、歩行支援用具、安全杖、入浴補助用具）を給付することにより、日常生活の利便と在宅での生
活の質の向上を図る事業。
＜業務内容＞
①上記に該当するものからの申請を受け付ける。
②地域包括支援センター（地域窓口を含む）職員が実態把握する。
③市が決定（却下）通知書を申請者に通知し、事業者は利用者に生活用具を給付する。
④利用者からは本人負担分（１割）を収納する。
⑤事業者からの請求に基づき全額を市が支払う。
＜予算の内訳＞　扶助費

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

1

1

0

0

1

0

0

0

申請受付件数

対象品の支給数

二次予防対象者のうち運動機能の低下がみられる者

（※データ収集不可）

支給数

在宅で生活している高齢者の割合

（※データ収集不可）

平成27年度 平成28年度 目標年度

80
1

0
0
0
72

0
0
0

0
0
56

0
12
0
0
0


